
(①又は②の場合)

）

）

）

行動計画掲載
（企画政策課）

これまでの日常の保全管理活動に加え、集落が行う農地周りの水路・
農道等の補修・更新などの活動に対して支援することにより
農地および農村環境を保全すると共に農業用施設の長寿命化対策の
強化を図り、併せて市単独土地改良費の軽減を図る

事業の対象（誰に対して・何に対して）

年度平成23

事業の目的（どういう状態にしたいのか）
（共同活動）農業振興地域、農用地の農業者及びその自治会、地
域住民等で複合的に構成され、地域ぐるみで一定以上の農地水環
境保全向上活動をおこなう組織
（向上活動）農地・農業用水等の資源の保全管理活動を行う集落

根拠条例等

（該当業務：正規職員が関与すべき法的義務性

事
務
事
業
の
概
要 農地・水保全管理支払交付金実施要綱②

補助・単独

実施形態

根拠条例等

法令名・根拠条文

③

根拠法令要綱等

Ａ

委託の場合

基
本
事
項

建設経済部

事務事業名

共同活動支援交付金（支援交付金の負担割合は、国50%、県25%、市25%、単価は田:4,400円/10a、畑:2,800円/10a）
活動組織が地域共同で行う農地・水路等の資源の日常の管理と農村環境の向上に資する活動を支援する。現在47地区において取り組み中
向上活動支援交付金（支援交付金の負担割合は、国50%、県25%、市25%、単価は田:4,400円/10a、畑:2,000円/10a）
水路、農道路肩、ため池の補修や農道舗装の更新等、施設の長寿命化のための活動を支援する。23地区において取り組み予定

完了予定年度事業開始年度 平成１９ 年度

企画政策課
意 見

①

優先度◆◇◆ 総合計画・行動計画 施策シート ◆◇◆

◆◇◆ 事 務 事 業 評 価 票 ◆◇◆

農林水産業費

01 農業費項

01 一般会計財
務
科
目

地域特性と魅力を高めた農林業の振興

目

課名

地域整備課

06

03

事業の内容（目的達成のための手段・方法）

款04

石井博昭

生産を支える農業農村基盤の整備と維持管理

以降

根拠法令要綱等

Ｂ Ｃ

会計産業が元気！活力とにぎわいあふれるまち（産業・経済）

農業振興費

番号 所属長名部名
農地・水保全管理支払交付金（旧農地・水・環境保全向上対策事業）

枝番号

02

03

総
合
計
画

政 策

施 策

基 本 政 策

今後の方向性

平成26年度展開方針（年度別事業内容） 平成23年度（参考） 平成24年度 平成25年度

総事業費 千円 千円 千円 千円

進捗状況 進捗状況の具体的内容・未着手の理由

千円 千円

今後の方向性の具体的内容

市 長 指 示 事 項 等

なし あり

直営 一部委託 その他（補助・負担金全部委託

入札 随意契約（契約先：

新規 継続 単年度

単費上乗せ有り

義務実施事業

努力義務実施事業

任意実施事業

国・県の補助金有り 市単独

経常 臨時

① 現状どおり継続

② 拡充

③ 改善・見直し

④ 縮小・廃止

① 計画どおり（以上）進行

② 計画よりも遅延

③ 未着手

Ａ Ｂ Ｃ
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改
善
策

受益者負担の適切さ 市民ニーズの把握
事業の必要性 実施主体の妥当性

３
次
評
価

評価
ポイ
ント

事業の優先度（緊急性）
直接のサービスの相手方

総
合
評
価

評価結果 判
断
理
由

２

総
合
評
価

評価結果 判
断
理
由

52地区の農地保全体組織のうち、47地区が活用している事業である。農地や農村環境の保全、農業用施設
の長寿命化、農家負担の軽減等を目的としており、地域ぐるみの協同活動としても定着している。

水田１反（10アール）あたり4,400円を基準とする支援金の額と、国50％、県25％、市25％の負担割合について
は、妥当な水準であると考える。
職員が地区の個々の要望を聞いて、直営で工事を行うことに比べれば、相当の経費節減効果があると思われ

る
改
善
策

改善策ではないが、事業が打ち切りとなる可能性があるとのことなので、事業打ち切り後に市の
負担が増大しないよう、事前に各組織との調整に努力されたい。

直接のサービスの相手方 ２

国民の財産ともいうべき農地・水・環境の保全向上活動を地域ぐるみでおこなう組織に対しての助
成である。従来は地域の自主性に委ねられていた部分であるため、事業の緊急性の要求度は3とし
た。事業の必要性は、農地・水・環境が国民の財産という観点から2とした。実施主体は各地域での
住民活動である点から4とした。
以下略

２
次
評
価

評価
ポイ
ント

事業の優先度（緊急性） ３ 事業の必要性 ２ 実施主体の妥当性 ４

総
合
評
価

１
次
評
価

判
断
理
由

改
善
策

評価結果

評価
ポイ
ント

14,681

嘱託・臨時人件費[平均賃金×(D)] (E) 千円 1,182

実績値

(A')事業費(予算額または見込額

千円

一般人件費[平均給与×(B)]

②

受益者負担額

受益者負担の適切さ ５ 市民ニーズの把握

事業の優先度（緊急性）
直接のサービスの相手方

３
２

事業の必要性
受益者負担の適切さ １

47

15,070

428

15,498

45,370

45,798

活
動
指
標

（
目
標

）

名称

説明

名称

説明

①

②

単位

嘱託・臨時職員所要人員 (D)

(A)

(B)

特定財源

一般財源

事業費(決算額)

人

人

特定財源

23年度 24年度

10,981

665

17,156

17,821

428428

15,070

15,498

25年度 26年度

10,583

398

22年度

10,159

224

10,383

目標値

0.0%

単価
達成度

事業の啓発を行い、交付
金の活用を図る

単価

市単独土地改良事業の
軽減

目標値

52 52

２
２ 実施主体の妥当性

市民ニーズの把握
４

千円

千円 3,116
0.50

(G)

総コスト[(A)+(C)+(E)] (F)

0.40一般職員所要人員

事
務
事
業
デ
ー

タ

(C)

千円

一般財源

成
果
指
標

（
目
標

）

①
参加集落数

目標値

実績値

単価

説明

市単独土地改良事業の
軽減

実績値

事業の啓発を行い、交付
金の活用を図る

名称

47
実績値

事業の啓発を行い、交付
金の活用を図る

達成度

％

参加集落数 47地区

名称

説明

受益者負担率[(G)/(F)] (H)

目標値

52
47

達成度

52

事業の啓発を行い、交付
金の活用を図る

単価
達成度

評価実施：

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止・廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止・廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止・廃止
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